
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title
「討論型世論調査」を活用した社会的期待の仮説構築

・検証手法の検討

Author(s)
杉田, 一真; 玉村, 雅敏; 伊藤, 健; 高橋, 武俊; 松

原, 真倫; 渡邊, 兼盛

Citation 年次学術大会講演要旨集, 27: 632-635

Issue Date 2012-10-27

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/11101

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般講演要旨



― 632―

２㹄㸯㸳 

「ウ論ᆺୡ論調査」を活用した社会的ᮇᚅの௬ㄝ構築・᳨ド手法の᳨ウ 1) 

 
۵ᮡ田一┿,⋢ᮧ㞞ᩄ,伊⸨,高ᶫṊಇ,ᯇ原┿,Ώ㑔ව┒(大) 

 

 
 ඛ㐍ᅜの中でも様々な社会課題に᪩く┤㠃する「社会課題ඛ㐍ᅜ」である日本にとって,いかに㝈ら

れた社会的資源をຠ果的にᢞධして,高い社会生⏘性をᐇ現し,様々な社会課題をゎỴしてゆくかが重

要となっている。これをᐇ現するためには,科学ᢏ⾡に対する社会的ᮇᚅを可ど化し,その情報をᕠって,

科学ᢏ⾡と社会に関ࢃるコࢽ࣑ࣗケーࣙࢩンがຍ㏿し,科学ᢏ⾡イノ࣋ーࣙࢩンと社会イノ࣋ーࣙࢩン

が相ຠ果を発することがᚲ要である 2)。そこで,本研究では,スタン࢛ࣇード大学⇍㆟Ẹ主主⩏セン

ター㸦The Center for Deliberative Democracy ）3)のジ࢙ーࢬ࣒・S・ࣇィࣗࢩキンᩍᤵが㛤発した,

十分な情報ᥦ౪やウ論のうえでᕷẸの⇍考に基づく意見をᢕᥱするୡ論調査手法である『ウ論ᆺୡ論調

査㸦Deliberative Poll®, DP）』の科学ᢏ⾡の社会的ᮇᚅの可ど化㸦௬ㄝ構築・᳨ド）手法としての

ᛂ用可能性について᳨ウを行った。 

 

1. 社会的ᮇᚅの可ど化のᚲ要性 

 ➨ 4 ᮇ科学ᢏ⾡基本計画に向けた「ㅎၥ➨ 11 ྕ『科学ᢏ⾡に関する基本ᨻ策について』に対する⟅

⏦」㸦2010 年 12᭶）では,「ᅜẸのᮇᚅや社会的要ㄳを的確にᢕᥱし,ᨻ策の画❧ཬࡧ᥎㐍に㐺ษに

活かすとともに,ᨻ策のᡂ果やຠ果をᗈくᅜẸに明らかにし,社会に㑏ඖしていくこと」の重要性がᥖࡆ

られている 4)。そして、➨ 4ᮇ科学ᢏ⾡基本計画の理念のもとに、社会的ᮇᚅを可ど化し,的確にᢕᥱす

ることが科学ᢏ⾡ᨻ策において重要であるとの認識から、᠕⩏ሿ大学 SFC研究ᡤでは、2011年より「科

学ᢏ⾡イノ࣋ーࣙࢩンᨻ策における『ᨻ策のための科学』」᥎㐍事業 5)における公ເᆺプログラ࣒の᥇ᢥ

プロジ࢙クトとして,「科学ᢏ⾡の社会的ᮇᚅの可ど化・定㔞化手法の㛤発」を᥎㐍している。 

 ここにおいて「社会的ᮇᚅ」とは,科学ᢏ⾡⯆機構 研究㛤発ᡓ␎センター「全య観察による社会的

ᮇᚅの発見研究 ࠥ持続性時代における課題ゎỴᆺイノ࣋ーࣙࢩンのためにࠥ」㸦2011 年 3 ᭶）による

と,「社会と自然環境の状態のኚ化についての研究分㔝を㉺えたᗈいど㔝からの観察に᰿ざし,科学的な

᰿ᣐに基づいた社会的にඹ᭷されるᮇᚅ」と定⩏されており 6),本研究においても同様の定⩏を᥇用する。

また,「可ど化」とは,ᨻ策ᙧᡂのエࣅデンスとなりうる状態とすることと定⩏する。このⅬ,⊂❧行ᨻ

法ே科学ᢏ⾡⯆機構 研究㛤発ᡓ␎センター「エࣅデンスに基づくᨻ策ᙧᡂのための『科学ᢏ⾡イノ

ンᨻ策の科学』の構築」㸦2011年ࣙࢩー࣋ 3᭶）によると,「エࣅデンス」とは「科学的᰿ᣐを持つ事ᐇ・

事象,すなࡕࢃ,論理య系などに基づいてᐈ観的に観察された事ᐇ・事象」と定⩏されている。そして,

本ᥦゝ書は,科学ᢏ⾡イノ࣋ーࣙࢩンᨻ策のᙧᡂにおいてᚲ要なエࣅデンスの㸯つとして,科学ᢏ⾡

の社会的ᮇᚅをあࡆている 7)。 

 

2. ウ論ᆺୡ論調査の構造 

 ウ論ᆺୡ論調査は,大きくୡ論調査とウ論࢛ࣇーラ࣒の㸰つのパートから構ᡂされる。➨一に,ẕ集ᅋ

を⤫計的に代⾲するように↓సⅭ抽出した調査対象者に対して,課題に関して事๓アンケートを行う

㸦T1調査）。ここまでは,通ᖖのୡ論調査と同じであるが,ウ論ᆺୡ論調査では,➨二に,T1調査ᅇ⟅者の

中からウ論࢛ࣇーラ࣒の参ຍ者をເり,参ຍをᕼ望したேに,課題に関する資料㸦課題に関して対❧する

」ᩘの見ゎと,ᨻ策の㑅ᢥ⫥を⡆₩にまとめ,それぞれの論ᣐや基♏的資料などをバランスよく♧した

もの）をᥦ౪し,課題について理ゎを῝めてもらう。その上で,ᐇ㝿に調査対象者に一定の場ᡤに集合し

てもらい,さらにアンケートをᐇする㸦T2 調査）。➨୕に,カ⦎されたࣔデレータのྖ会のୗでのᑠグ

ループでのウ論や全య会㆟においてᙜヱ課題にヲしいᑓ門ᐙやᨻ策担ᙜ者などとの㉁を行った上で,

ウ論ᚋアンケート㸦T3調査）を行う 8)。 

 ウ論ᆺୡ論調査のプロセスにおいて,調査が 3ᅇ㸦T1,T2,T3）ᐇされるⅬが重要である。3ᅇの調査

結果の分析においては,最ึのୡ論調査と࢛ࣇーラ࣒の๓ᚋのアンケートにおいて参ຍ者の意見がいか

にኚ化したのか㸦しなかったのか）をᢕᥱする。このⅬ,過ཤにᐇされたウ論ᆺୡ論調査において,ウ

論࢛ࣇーラ࣒にඛ❧って㏦する資料やᑠグループウ論,全య会㆟を⤒ることにより,参ຍ者の意見が

相ᙜ⛬ᗘኚ化することが確認されている 9)。 



― 633―

２㹄㸯㸳 

「ウ論ᆺୡ論調査」を活用した社会的ᮇᚅの௬ㄝ構築・᳨ド手法の᳨ウ 1) 

 
۵ᮡ田一┿,⋢ᮧ㞞ᩄ,伊⸨,高ᶫṊಇ,ᯇ原┿,Ώ㑔ව┒(大) 

 

 
 ඛ㐍ᅜの中でも様々な社会課題に᪩く┤㠃する「社会課題ඛ㐍ᅜ」である日本にとって,いかに㝈ら

れた社会的資源をຠ果的にᢞධして,高い社会生⏘性をᐇ現し,様々な社会課題をゎỴしてゆくかが重

要となっている。これをᐇ現するためには,科学ᢏ⾡に対する社会的ᮇᚅを可ど化し,その情報をᕠって,

科学ᢏ⾡と社会に関ࢃるコࢽ࣑ࣗケーࣙࢩンがຍ㏿し,科学ᢏ⾡イノ࣋ーࣙࢩンと社会イノ࣋ーࣙࢩン

が相ຠ果を発することがᚲ要である 2)。そこで,本研究では,スタン࢛ࣇード大学⇍㆟Ẹ主主⩏セン

ター㸦The Center for Deliberative Democracy ）3)のジ࢙ーࢬ࣒・S・ࣇィࣗࢩキンᩍᤵが㛤発した,

十分な情報ᥦ౪やウ論のうえでᕷẸの⇍考に基づく意見をᢕᥱするୡ論調査手法である『ウ論ᆺୡ論調

査㸦Deliberative Poll®, DP）』の科学ᢏ⾡の社会的ᮇᚅの可ど化㸦௬ㄝ構築・᳨ド）手法としての

ᛂ用可能性について᳨ウを行った。 

 

1. 社会的ᮇᚅの可ど化のᚲ要性 

 ➨ 4 ᮇ科学ᢏ⾡基本計画に向けた「ㅎၥ➨ 11 ྕ『科学ᢏ⾡に関する基本ᨻ策について』に対する⟅

⏦」㸦2010年 12᭶）では,「ᅜẸのᮇᚅや社会的要ㄳを的確にᢕᥱし,ᨻ策の画❧ཬࡧ᥎㐍に㐺ษに

活かすとともに,ᨻ策のᡂ果やຠ果をᗈくᅜẸに明らかにし,社会に㑏ඖしていくこと」の重要性がᥖࡆ

られている 4)。そして、➨ 4ᮇ科学ᢏ⾡基本計画の理念のもとに、社会的ᮇᚅを可ど化し,的確にᢕᥱす

ることが科学ᢏ⾡ᨻ策において重要であるとの認識から、᠕⩏ሿ大学 SFC研究ᡤでは、2011 年より「科

学ᢏ⾡イノ࣋ーࣙࢩンᨻ策における『ᨻ策のための科学』」᥎㐍事業 5)における公ເᆺプログラ࣒の᥇ᢥ

プロジ࢙クトとして,「科学ᢏ⾡の社会的ᮇᚅの可ど化・定㔞化手法の㛤発」を᥎㐍している。 

 ここにおいて「社会的ᮇᚅ」とは,科学ᢏ⾡⯆機構 研究㛤発ᡓ␎センター「全య観察による社会的

ᮇᚅの発見研究 ࠥ持続性時代における課題ゎỴᆺイノ࣋ーࣙࢩンのためにࠥ」㸦2011 年 3 ᭶）による

と,「社会と自然環境の状態のኚ化についての研究分㔝を㉺えたᗈいど㔝からの観察に᰿ざし,科学的な

᰿ᣐに基づいた社会的にඹ᭷されるᮇᚅ」と定⩏されており 6),本研究においても同様の定⩏を᥇用する。

また,「可ど化」とは,ᨻ策ᙧᡂのエࣅデンスとなりうる状態とすることと定⩏する。このⅬ,⊂❧行ᨻ

法ே科学ᢏ⾡⯆機構 研究㛤発ᡓ␎センター「エࣅデンスに基づくᨻ策ᙧᡂのための『科学ᢏ⾡イノ

ンᨻ策の科学』の構築」㸦2011年ࣙࢩー࣋ 3᭶）によると,「エࣅデンス」とは「科学的᰿ᣐを持つ事ᐇ・

事象,すなࡕࢃ,論理య系などに基づいてᐈ観的に観察された事ᐇ・事象」と定⩏されている。そして,

本ᥦゝ書は,科学ᢏ⾡イノ࣋ーࣙࢩンᨻ策のᙧᡂにおいてᚲ要なエࣅデンスの㸯つとして,科学ᢏ⾡

の社会的ᮇᚅをあࡆている 7)。 

 

2. ウ論ᆺୡ論調査の構造 

 ウ論ᆺୡ論調査は,大きくୡ論調査とウ論࢛ࣇーラ࣒の㸰つのパートから構ᡂされる。➨一に,ẕ集ᅋ

を⤫計的に代⾲するように↓సⅭ抽出した調査対象者に対して,課題に関して事๓アンケートを行う

㸦T1調査）。ここまでは,通ᖖのୡ論調査と同じであるが,ウ論ᆺୡ論調査では,➨二に,T1調査ᅇ⟅者の

中からウ論࢛ࣇーラ࣒の参ຍ者をເり,参ຍをᕼ望したேに,課題に関する資料㸦課題に関して対❧する

」ᩘの見ゎと,ᨻ策の㑅ᢥ⫥を⡆₩にまとめ,それぞれの論ᣐや基♏的資料などをバランスよく♧した

もの）をᥦ౪し,課題について理ゎを῝めてもらう。その上で,ᐇ㝿に調査対象者に一定の場ᡤに集合し

てもらい,さらにアンケートをᐇする㸦T2 調査）。➨୕に,カ⦎されたࣔデレータのྖ会のୗでのᑠグ

ループでのウ論や全య会㆟においてᙜヱ課題にヲしいᑓ門ᐙやᨻ策担ᙜ者などとの㉁を行った上で,

ウ論ᚋアンケート㸦T3調査）を行う 8)。 

 ウ論ᆺୡ論調査のプロセスにおいて,調査が 3ᅇ㸦T1,T2,T3）ᐇされるⅬが重要である。3ᅇの調査

結果の分析においては,最ึのୡ論調査と࢛ࣇーラ࣒の๓ᚋのアンケートにおいて参ຍ者の意見がいか

にኚ化したのか㸦しなかったのか）をᢕᥱする。このⅬ,過ཤにᐇされたウ論ᆺୡ論調査において,ウ

論࢛ࣇーラ࣒にඛ❧って㏦する資料やᑠグループウ論,全య会㆟を⤒ることにより,参ຍ者の意見が

相ᙜ⛬ᗘኚ化することが確認されている 9)。 

 

࠙ᅗ⾲ 1 ウ論ᆺୡ論調査の構造ࠚ 
 

 プロセス ᐇ内容 

ୡ論調査 1 調査対象者の抽出 ẕ集ᅋを⤫計的に代⾲するように 1,000 から

3,000ྡ⛬ᗘの調査対象者を↓సⅭ抽出する。 

2 T1調査のᐇ 㟁ヰ,㒑㏦ないしゼၥ調査によって通ᖖのୡ論

調査をᐇする。 

3 ウ論࢛ࣇーラ࣒の

参ຍ者ເ集 

T1 調査のᅇ⟅者の中からウ論࢛ࣇーラ࣒の

参ຍᕼ望者をເり,200 から 400 ྡ⛬ᗘのウ論

 。参ຍ者を確定する࣒ーラ࢛ࣇ

4 ウ論資料の事๓㏦ ウ論࢛ࣇーラ࣒参ຍ者に対して,課題について

の情報を⡆₩にまとめたウ論資料を㏦する。 

ウ論 

 ࣒ーラ࢛ࣇ

5 T2調査のᐇ 課題に関するアンケート調査をᐇする。 

6 ᑠグループウ論 カ⦎されたࣔデレータのྖ会のもとで,15ேな

いし 20 ே⛬ᗘのᑠグループに分かれて課題に

ついてウ論を行う。 

7 全య会㆟ 課題にヲしいᑓ門ᐙやᨻ策担ᙜ者などに,ᑠグ

ループウ論でまとめられた㉁ၥを行い,ᅇ⟅を

得る。ͤ ᑠグループウ論と全య会㆟を 1セット

として」ᩘᅇ⧞り㏉す 

8 T3調査のᐇ T2調査と同内容のアンケートをᗘᐇする。 
                                ͤFishkin,᭮᰿㸦2011）をもとに➹者సᡂ 

 

 ウ論ᆺୡ論調査は,1994 年にⱥᅜで最ึのᐇ験が行ࢃれて௨来,これまでにୡ⏺で 70 ᅇ௨上ᐇされ

ている㸦同一テー࣐」ᩘ㒔ᕷでのᐇྵࡴ）。日本においては,ウ論ᆺୡ論調査はこれまで 6ᅇᐇされ

ている。 

࠙ᅗ⾲ 2 日本でᐇされたウ論ᆺୡ論調査ࠚ 
 

 ᐇ時ᮇ 対象ᆅ域 課題等 

1 2009年 12᭶ ⚄ዉ川┴ 㐨ᕞไ 

2 2010年 1᭶ ⚄ዉ川┴⸨ἑᕷ ⸨ἑのこれから,㸯日ウ論 

3 2010年 8᭶ ⚄ዉ川┴⸨ἑᕷ ⸨ἑの㑅ᢥ,1日ウ論 

4 2011年 5᭶ 日本全ᅜ 年金をどうする ࠥୡ代の㑅ᢥ 

5 2011年 11᭶ ᾏ㐨ᮐᖠᕷ BSEၥ題に関するウ論ᆺୡ論調査 

6 2012年 8᭶ 日本全ᅜ エネルギー・環境の㑅ᢥ⫥に関するウ論ᆺୡ論調査 

 

3. 社会的ᮇᚅの可ど化手法としてのウ論ᆺୡ論調査の᭷ຠ性 

 これまでᕷẸの意見⫈ྲྀに関して多様な方法が㛤発され,ᐇされてきた。௨ୗにおいて,社会的ᮇᚅ

の可ど化手法としてのウ論ᆺୡ論調査の活用について,他の代⾲的なᕷẸの意見⫈ྲྀの方法とのẚ㍑を

通じて᳨ウする。代⾲的なᕷẸの意見⫈ྲྀの方法を,参ຍ者の抽出᮲件とウ論の᭷↓によって分㢮した

ものがᅗ⾲ 3である。 

࠙ᅗ⾲ 3 意見⫈ྲྀの方法ࠚ 
 

 ↓సⅭ抽出なし ↓సⅭ抽出あり 

ウ論なし Ϩ.パࣈリックコ࣓ント ϩ.一⯡的なୡ論調査 

ウ論あり Ϫ.意見⫈ྲྀ会 ϫ.ウ論ᆺୡ論調査 

 

 Ϩ.パࣈリックコ࣓ントおよࡧϪ.意見⫈ྲྀ会は,意見ᢞ✏や参ຍにไ㝈をタけず,課題に関してᗈく

ᕷẸの意見を⫈ྲྀすることをヨࡳるものである。確かにᢞ✏や参ຍにไ㝈をタけないことは,ᕷẸに参

ຍの機会をᖹ等にᥦ౪し,公ᖹな意見⫈ྲྀの機会となる可能性を᭷している。しかし,現ᐇには,参ຍ動

機の高いᕷẸしか意見⫈ྲྀ会に集まらないという参ຍバイアスのၥ題やᐖ関ಀ者による⤌⧊的動ဨ

やᢞ✏などのၥ題が生じる。これに対して,ϩ.一⯡的なୡ論調査およࡧϫ.ウ論ᆺୡ論調査は,年㱋や性

別など社会的属性を考慮してẕ集ᅋを⤫計学的に代⾲するように参ຍ者を㑅定して調査をᐇするⅬ

で,調査手法の構造上,参ຍバイアスのၥ題はゎ消する。このⅬ,日本において多くのᕷẸが㆟会や行ᨻ
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機関におけるᨻ策の᳨ウ・Ỵ定プロセスにಙ感をᢪいている日本においては,このような意見⫈ྲྀ手

法は⫯定的に評価されやすいものと考える。 

 また,ϫ.ウ論ᆺୡ論調査は,ϩ.一⯡的なୡ論調査と異なり,資料ᥦ౪やウ論࢛ࣇーラ࣒を通じて,調

査対象者が課題に関して⇍慮をする機会をᥦ౪するという特ᚩがある。このⅬ,༢に意見⫈ྲྀのプロセ

スに情報ᥦ౪やウ論を内ໟしたとしても,特定の見ゎがᙉくྲྀり上ࡆられた場合などは,㐺ษな⇍慮の

機会をᥦ౪したことにならない。また, ࣁーバード大学のキャス・ࢧンスティーンᩍᤵが指するよう

に、ウ論により集ᅋ分ᴟ化(Group Polarization)が㉳こるおそれもある 10)。集ᅋ分ᴟ化とは,ウ論㛤始

時Ⅼの参ຍ者の意見が中間Ⅼよりもどࡕらかにᐤっていた場合,ウ論を⤒るど意見分ᕸが同方向にࢩ

,のアクセスやトしていくഴ向があることをいう。そこで,ウ論ᆺୡ論調査では,ಙ៰性のある情報ࣇ

ẕ集ᅋを代⾲する意見の多様性,㆟論のバランスなど,参ຍ者が⇍慮したุ᩿に฿㐩するために多様な

意見にゐれる機会となるように様々なつᚊや工夫がされている。特にᑠグループウ論の環境ᩚഛにお

いて大きな役を果たすࣔデレータの事๓研ಟはៅ重に行ࢃれており,2012 年 8 ᭶に日本でᐇされた

エネルギー・環境の㑅ᢥ⫥に関するウ論ᆺୡ論調査 11)においても,ウ論ᆺୡ論調査の㛤発者であるスタ

ン࢛ࣇード大学ࣇィࣗࢩキンᩍᤵ自らがࣔデレータの研ಟを担ᙜしている 12)。ウ論ᆺୡ論調査は,この

ようにその構造のࡳならず,㐠用においても理的な⇍㆟の機会をᥦ౪するために十分な配慮を行うこ

とによって,参ຍ者の⾲ᒙ的でない意見の⫈ྲྀを可能としているのである。ᐇ㝿に,2009年に⚄ዉ川┴で

ᐇされた㐨ᕞไをテー࣐としたウ論ᆺୡ論調査において,ᙜึ,㐨ᕞไ㈶ᡂ者のウ論࢛ࣇーラ࣒の

参ຍẚ⋡が高かったため,㐨ᕞไ㈶ᡂの方向に集ᅋ分ᴟ化が㉳こることが懸念されたが,ᐇ㝿には↓᮲

件のᶒ㝈ጤㆡにはៅ重になる参ຍ者が出るなど,多様な意見ኚ化がࡳられ,集ᅋ分ᴟ化を㜵ࡄことがで

きていることがド明された。科学ᢏ⾡⯆機構 研究㛤発ᡓ␎センター『全య観察による社会的ᮇᚅの

発見研究』㸦2011年 3᭶）は,社会的ᮇᚅは「ಶ々ேがもつᮇᚅのᐤせ集めではなく,社会,科学者の間の

情報のやりとりの中で,ಠ▔的観察の結果により᳨ドされつつ㐍化するものである」と指しており 13),

まさにウ論ᆺୡ論調査は,⇍慮されたᕷẸの意見をᢕᥱできるⅬで「ᐤせ集め」を㉺えた意見⫈ྲྀの可

能性を᭷する意見⫈ྲྀ方法であるといえる。 

 ௨上のようにウ論ᆺୡ論調査は,ᕷẸの意見⫈ྲྀの方法,ࡦいては社会的ᮇᚅの可ど化手法として一

定の᭷ຠ性を᭷しているものと考えられる。ウ論ᆺୡ論調査は,本来,あくまで「ୡ論調査」の㸯ᙧ態で

あり,ᨻ策ᙧᡂプロセスと┤᥋結ࡧつくものとして構されたものではないが,2012 年 8 ᭶,エネルギ

ー・環境の㑅ᢥ⫥に関してୡ⏺でึめてᅜᨻ上の重要なᨻ策ᙧᡂ過⛬にウ論ᆺୡ論調査が᥇用され,大

きなヰ題となったこともあり,ウ論ᆺୡ論調査が社会的ᮇᚅの可ど化手法として,また,社会的ࢽーࢬか

らᨻ策❧に⮳る合理的なᨻ策ᙧᡂプロセスの確❧にᐤ与するものとしてᮇᚅが高まっていることは

確かである 14)。 

 

4. 科学ᢏ⾡分㔝のᛂ用可能性と課題 

 科学ᢏ⾡分㔝は,༢にᢏ⾡のၥ題のࡳならず,社会のၥ題として,科学ᢏ⾡のᑓ門ᐙとᕷẸがコࢽ࣑ࣗ

ケーࣙࢩンをᅗりながら,研究㛤発の方向性等を᳨ウしていかなけれࡤならない課題が少なくない。㏆

年,科学ᢏ⾡の発㐩により,原子ຊや iPS⣽⬊など,ᴟめてᑓ門性が高い一方で,その影響がᩘୡ代にࢃた

る㛗ᮇ間,かつ,ᅜẸ全యないしୡ⏺つᶍにཬࡪ課題が目❧ってきている。このような課題は,ᑓ門ᐙの

間でのࡳ㆟論を重ࡡてもᚲずしも結論を得ることはできない。また,「社会課題ඛ㐍ᅜ」といࢃれる日

本にとって,いかに㝈られた社会的資源をຠ果的にᢞධして,高い社会生⏘性をᐇ現し,様々な社会課題

をゎỴしてゆくかが重要となってきており,これをᐇ現するためには,科学ᢏ⾡に対する社会的ᮇᚅを

可ど化し,その情報をᕠって,科学ᢏ⾡と社会に関ࢃるコࢽ࣑ࣗケーࣙࢩンがຍ㏿し,科学ᢏ⾡イノ࣋ー

ンが相ຠ果を発することがồめられる。このⅬ,ウ論ᆺୡ論調査は,他のࣙࢩー࣋ンと社会イノࣙࢩ

意見⫈ྲྀ方法とẚて,ᕷẸにとって重要で,かつ,ୡ代間・ᆅ域間などで」㞧にᐖが㘒⥈し,見通しを

❧てることが㞴しい課題に㐺している。ᐇ㝿に,これまでᐇされてきたウ論ᆺୡ論調査は,ᨻయไの

ኚ᭦や外交ᨻ策,エネルギー・資源,年金ၥ題など,」㞧かつᑓ門的な課題がྲྀり上ࡆられてきた。๓㏙

のエネルギー・環境の㑅ᢥ⫥に関するウ論ᆺୡ論調査は,原子ຊ発㟁ᡤに関する事ᨾ等のリスク,ᨺᑕ性

ᗫᲠ≀のฎ分,代᭰エネルギーの㛤発など,いずれも科学ᢏ⾡にᐦ᥋に関ಀしつつも,ᢏ⾡のၥ題だけで

結論を出すことはできない要⣲をᩘ多くྵࢇでおり,科学ᢏ⾡分㔝におけるウ論ᆺୡ論調査の活用のඛ

㥑的事といえる。 

 さらに,科学ᢏ⾡についての課題は,ᢏ⾡的なഃ㠃が㠀ᖖに」㞧であり,また基♏研究のຠ果の発現に

は㛗いᮇ間を要する場合もある。ここにおいて,ᕷẸは,そもそも課題のᡤᅾすら十分に理ゎできない,
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機関におけるᨻ策の᳨ウ・Ỵ定プロセスにಙ感をᢪいている日本においては,このような意見⫈ྲྀ手

法は⫯定的に評価されやすいものと考える。 

 また,ϫ.ウ論ᆺୡ論調査は,ϩ.一⯡的なୡ論調査と異なり,資料ᥦ౪やウ論࢛ࣇーラ࣒を通じて,調

査対象者が課題に関して⇍慮をする機会をᥦ౪するという特ᚩがある。このⅬ,༢に意見⫈ྲྀのプロセ

スに情報ᥦ౪やウ論を内ໟしたとしても,特定の見ゎがᙉくྲྀり上ࡆられた場合などは,㐺ษな⇍慮の

機会をᥦ౪したことにならない。また, ࣁーバード大学のキャス・ࢧンスティーンᩍᤵが指するよう

に、ウ論により集ᅋ分ᴟ化(Group Polarization)が㉳こるおそれもある 10)。集ᅋ分ᴟ化とは,ウ論㛤始

時Ⅼの参ຍ者の意見が中間Ⅼよりもどࡕらかにᐤっていた場合,ウ論を⤒るど意見分ᕸが同方向にࢩ

,のアクセスやトしていくഴ向があることをいう。そこで,ウ論ᆺୡ論調査では,ಙ៰性のある情報ࣇ

ẕ集ᅋを代⾲する意見の多様性,㆟論のバランスなど,参ຍ者が⇍慮したุ᩿に฿㐩するために多様な

意見にゐれる機会となるように様々なつᚊや工夫がされている。特にᑠグループウ論の環境ᩚഛにお

いて大きな役を果たすࣔデレータの事๓研ಟはៅ重に行ࢃれており,2012 年 8 ᭶に日本でᐇされた

エネルギー・環境の㑅ᢥ⫥に関するウ論ᆺୡ論調査 11)においても,ウ論ᆺୡ論調査の㛤発者であるスタ

ン࢛ࣇード大学ࣇィࣗࢩキンᩍᤵ自らがࣔデレータの研ಟを担ᙜしている 12)。ウ論ᆺୡ論調査は,この

ようにその構造のࡳならず,㐠用においても理的な⇍㆟の機会をᥦ౪するために十分な配慮を行うこ

とによって,参ຍ者の⾲ᒙ的でない意見の⫈ྲྀを可能としているのである。ᐇ㝿に,2009年に⚄ዉ川┴で

ᐇされた㐨ᕞไをテー࣐としたウ論ᆺୡ論調査において,ᙜึ,㐨ᕞไ㈶ᡂ者のウ論࢛ࣇーラ࣒の

参ຍẚ⋡が高かったため,㐨ᕞไ㈶ᡂの方向に集ᅋ分ᴟ化が㉳こることが懸念されたが,ᐇ㝿には↓᮲

件のᶒ㝈ጤㆡにはៅ重になる参ຍ者が出るなど,多様な意見ኚ化がࡳられ,集ᅋ分ᴟ化を㜵ࡄことがで

きていることがド明された。科学ᢏ⾡⯆機構 研究㛤発ᡓ␎センター『全య観察による社会的ᮇᚅの

発見研究』㸦2011年 3᭶）は,社会的ᮇᚅは「ಶ々ேがもつᮇᚅのᐤせ集めではなく,社会,科学者の間の

情報のやりとりの中で,ಠ▔的観察の結果により᳨ドされつつ㐍化するものである」と指しており 13),

まさにウ論ᆺୡ論調査は,⇍慮されたᕷẸの意見をᢕᥱできるⅬで「ᐤせ集め」を㉺えた意見⫈ྲྀの可

能性を᭷する意見⫈ྲྀ方法であるといえる。 

 ௨上のようにウ論ᆺୡ論調査は,ᕷẸの意見⫈ྲྀの方法,ࡦいては社会的ᮇᚅの可ど化手法として一

定の᭷ຠ性を᭷しているものと考えられる。ウ論ᆺୡ論調査は,本来,あくまで「ୡ論調査」の㸯ᙧ態で

あり,ᨻ策ᙧᡂプロセスと┤᥋結ࡧつくものとして構されたものではないが,2012 年 8 ᭶,エネルギ

ー・環境の㑅ᢥ⫥に関してୡ⏺でึめてᅜᨻ上の重要なᨻ策ᙧᡂ過⛬にウ論ᆺୡ論調査が᥇用され,大

きなヰ題となったこともあり,ウ論ᆺୡ論調査が社会的ᮇᚅの可ど化手法として,また,社会的ࢽーࢬか

らᨻ策❧に⮳る合理的なᨻ策ᙧᡂプロセスの確❧にᐤ与するものとしてᮇᚅが高まっていることは

確かである 14)。 

 

4. 科学ᢏ⾡分㔝のᛂ用可能性と課題 

 科学ᢏ⾡分㔝は,༢にᢏ⾡のၥ題のࡳならず,社会のၥ題として,科学ᢏ⾡のᑓ門ᐙとᕷẸがコࢽ࣑ࣗ

ケーࣙࢩンをᅗりながら,研究㛤発の方向性等を᳨ウしていかなけれࡤならない課題が少なくない。㏆

年,科学ᢏ⾡の発㐩により,原子ຊや iPS⣽⬊など,ᴟめてᑓ門性が高い一方で,その影響がᩘୡ代にࢃた

る㛗ᮇ間,かつ,ᅜẸ全యないしୡ⏺つᶍにཬࡪ課題が目❧ってきている。このような課題は,ᑓ門ᐙの

間でのࡳ㆟論を重ࡡてもᚲずしも結論を得ることはできない。また,「社会課題ඛ㐍ᅜ」といࢃれる日

本にとって,いかに㝈られた社会的資源をຠ果的にᢞධして,高い社会生⏘性をᐇ現し,様々な社会課題

をゎỴしてゆくかが重要となってきており,これをᐇ現するためには,科学ᢏ⾡に対する社会的ᮇᚅを

可ど化し,その情報をᕠって,科学ᢏ⾡と社会に関ࢃるコࢽ࣑ࣗケーࣙࢩンがຍ㏿し,科学ᢏ⾡イノ࣋ー

ンが相ຠ果を発することがồめられる。このⅬ,ウ論ᆺୡ論調査は,他のࣙࢩー࣋ンと社会イノࣙࢩ

意見⫈ྲྀ方法とẚて,ᕷẸにとって重要で,かつ,ୡ代間・ᆅ域間などで」㞧にᐖが㘒⥈し,見通しを

❧てることが㞴しい課題に㐺している。ᐇ㝿に,これまでᐇされてきたウ論ᆺୡ論調査は,ᨻయไの

ኚ᭦や外交ᨻ策,エネルギー・資源,年金ၥ題など,」㞧かつᑓ門的な課題がྲྀり上ࡆられてきた。๓㏙

のエネルギー・環境の㑅ᢥ⫥に関するウ論ᆺୡ論調査は,原子ຊ発㟁ᡤに関する事ᨾ等のリスク,ᨺᑕ性

ᗫᲠ≀のฎ分,代᭰エネルギーの㛤発など,いずれも科学ᢏ⾡にᐦ᥋に関ಀしつつも,ᢏ⾡のၥ題だけで

結論を出すことはできない要⣲をᩘ多くྵࢇでおり,科学ᢏ⾡分㔝におけるウ論ᆺୡ論調査の活用のඛ

㥑的事といえる。 

 さらに,科学ᢏ⾡についての課題は,ᢏ⾡的なഃ㠃が㠀ᖖに」㞧であり,また基♏研究のຠ果の発現に

は㛗いᮇ間を要する場合もある。ここにおいて,ᕷẸは,そもそも課題のᡤᅾすら十分に理ゎできない,

あるいは,㝈られた十分な情報による⾲㠃的な理ゎに基づきุ᩿せざるを得なくなることも多く,時

に短ᮇ的なᐖにᅛᇳしてしまい,㛗ᮇ的には㐺ษな㑅ᢥを行うこともある。ここにおいても,ウ論ᆺ

ୡ論調査は,ウ論࢛ࣇーラ࣒๓に㏦される資料やᑠグループウ論,全య会㆟を通じて,課題に関して理

ゎを῝める過⛬を内ໟしていることから,科学ᢏ⾡に関する」㞧な課題についてもᕷẸの⾲ᒙ的ではな

い意見をᢕᥱできる可能性がある。 

 もっとも,エネルギー・環境の㑅ᢥ⫥に関するウ論ᆺୡ論調査において,T1 調査を RDD(Random Digit 

Dialing)方ᘧで行うことに関するၥ題Ⅼや,ウ論࢛ࣇーラ࣒๓に㏦する資料の公ᖹ性やアンケートの

タ計,ᐇ主యの⊂❧性,ಶேの㒔合等によりウ論࢛ࣇーラ࣒参ຍ者の属性がᚲずしもẕ集ᅋの属性に

㏆ఝしたものになっていないなどについて指があったように,ᚋ᳨ウしていかなけれࡤならない課

題もᩘ多くṧされている。また,ウ論ᆺୡ論調査は,⤒῭的理⏤によりウ論࢛ࣇーラ࣒の参ຍを㎡㏥す

ることを㜵ࡄため,参ຍ者に交通費やㅰ♩をᨭᡶい,ᐟἩ・㣗事の手配もする。したがって,ウ論ᆺୡ論

調査のᐇには,自యレ࣋ルでもᩘⓒ,全ᅜつᶍではᩘ༓の費用がかかる。そのため,ᚋ、

ウ論ᆺୡ論調査に相ᛂしい課題をどのように⤠り㎸ࡴかについても᳨ウしていくᚲ要がある。さらに,

ウ論ᆺୡ論調査の結果がどのようにᨻ策Ỵ定にᫎされるのか,ᐇຠ性のၥ題もᏑᅾする。これらの課

題については,ᚋさらに研究を㐍めていきたい。科学ᢏ⾡分㔝のウ論ᆺୡ論調査の活用に関する本

研究が,科学ᢏ⾡の研究㛤発プロジ࢙クトの๓ᥦとする社会的ᮇᚅの可ど化にᐤ与し,社会的ࢽーࢬか

らᨻ策❧に⮳る合理的なᨻ策ᙧᡂプロセスの確❧に㈉献することをᮇᚅしている。 
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ラ࣒の᥇ᢥプロジ࢙クト「科学ᢏ⾡の社会的ᮇᚅの可ど化・定㔞化手法の㛤発」のもとで行ࢃれている。 

2) ⥲合科学ᢏ⾡会㆟ ㅎၥ➨ 11 「ྕ科学ᢏ⾡に関する基本ᨻ策について」に対する⟅⏦㸦2010年 12᭶ 24日）において,

『科学ᢏ⾡イノ࣋ーࣙࢩン』は,「科学的な発見や発明等による新たな知識を基にした知的・文化的価್の造と,それら

の知識を発展させて⤒῭的,社会的・公ඹ的価್の造に結ࡧつける㠉新」と定⩏されている。 

3) http://cdd.stanford.edu/polls/参↷。なお,Deliberative Poll㸦ウ論ᆺୡ論調査）は,スタン࢛ࣇード大学⇍㆟Ẹ主

主⩏センターのⓏ㘓ၟᶆである。 

4) ⥲合科学ᢏ⾡会㆟ ㅎၥ➨ 11ྕ㸦2010）p5 

5) http://crds.jst.go.jp/seisaku/index.html参↷ 

6) 科学ᢏ⾡⯆機構「全య観察による社会的ᮇᚅの発見研究㸦2011）p1 

7) 科学ᢏ⾡⯆機構「エࣅデンスに基づくᨻ策ᙧᡂのための『科学ᢏ⾡イノ࣋ーࣙࢩンᨻ策の科学』の構築」㸦2011）p1 

8) Fishkin,᭮᰿(2011) p317-319参↷ 

9)ඛ行研究において,ⱥᅜで≢⨥をテー࣐としてᐇされたウ論ᆺୡ論調査㸦1994 年）などにおいて,ウ論過⛬を⤒て参

ຍ者の意見に大きなኚ化があった事ᐇが指されている。Fishkin(1997), 柳℩(2005), ⠛原(2012)参↷。 

10) Sunstein(2002) p193-195参↷ 

11) https://www.kokumingiron.jp/dp/参↷ 

12) 本ウ論ᆺୡ論調査におけるᑠグループウ論の過⛬について,参ຍ者の 82.4%が「ࣔデレータは,全ဨがウ論に参ຍでき

るような機会を㐺ษにసっていた」とᅇ⟅し,61%が「⚾のグループの参ຍ者はウ論にࡰ等しく参ຍした」とᅇ⟅してお

り,㐺ษな⇍慮の機会のᥦ౪に一定⛬ᗘᡂຌしているものと考えられる。 

13) 科学ᢏ⾡⯆機構「全య観察による社会的ᮇᚅの発見研究㸦2011）p1 

14) ただし,ウ論ᆺୡ論調査においてウ論参ຍ者に合意をồめたり,一定の結論を出したりすることをᙉไすることはな

い。 
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